
Ⅰ　総括表

１．基本的事項　［法人の基本情報を把握］

千円 千円 ％

２．事業の意義の検証 ［設立目的や事業内容等から事業の意義を検証］（様式２関係）

■ 有 □ 無 ■ 有 □ 無 ■ 有 □ 無

３．経営健全性等の検証
３－１．主な財務・経営指標 ［特に注意すべき財務・経営上の項目を把握］（様式３－１関係）

（注） 債務超過又は累積損失ありの場合、財務状況の把握、注意が必要。 （注） 純損失計上が継続している場合は、経営状況の把握、注意が必要。

(注) 公社等の財務・経営状況に関する所管課による検証結果を記入すること。

３－２．主な県の関与状況 ［県の財政的リスクや人的関与状況を把握］（様式３－２関係） ３－３．

(注) 公社等に対する県の財政支援・人的支援の必要性について、その理由を含め、所管課による検証結果を記入すること。

４．費用対効果の検証（地方創生に資する公社等の有効活用を含む） （様式４関係）

③代替可能性の視点②県の関与の必要性の視点①公社等の必要性の視点

代表者

設立時期

類型

短期貸付金残高

長期貸付金残高

財務・経営状況の検証
　本県の重要施策である生涯学習・文化活動の推進、男女共同参画社会の形成促進に係る各種事業について、
県及び当財団がお互いに費用を分担するなど密接な協力の下で実施しているところであり、効果的な施策展開を
図るため、引き続き県の関与が必要である。

中期経営健全化
計画の策定

■ 有 □ 無

項目

県の財政支援等合計

うち補助金

うち委託料

当期一般正味財産増減額（注）
[当期純損益] 1,028

当期経常増減額
[経常損益] 1,028

経
営
状
況

法人名称

（公財）山形県生涯学習文化財団（様式１）

R6年度（千円）項目 チェック

公益財団法人　山形県生涯学習文化財団

設立目的
［定款記載内容等］

県民の自発的な生涯学習及び文化活動並びに男女共同参画社会の形成促進を総合的に支援し、これらの活動を基盤とした生
涯設計、社会生活の創造、地域文化の振興を図るとともに、地域社会の活性化を担う人材の育成に資する

主な
事業内容・
事業実績

（注１）

(1)　受託事業
①指定管理事業：遊学館（生涯学習センター、男女共同参画センター）、洗心庵（生涯学習センター分館）、文翔館（県政史緑地を
含む）、総合文化芸術館の管理運営(共同事業体による)　②受託事業（県委託事業）：高齢者いきがいづくり生活支援活動人材
育成等事業など
(2)　自主事業：学習情報収集・提供事業、「山形学」推進事業、生涯学習関係職員研修事業、高齢者生きがいづくり・生活支援活
動人材育成等事業、シニア地域実践活動支援、施設利用促進事業、文翔館芸術劇場、文翔館創作公演、芸術文化鑑賞普及事
業、アート・サポート事業など

項目 R6年度（千円）

県所管課・担当 県民文化芸術振興課

https://www.gakushubunka.jp

98.2県出資比率うち県出資額2,665,361 2,616,052

平成2年2月21日

公社等見直し計画

チェック

□ 県のアウトソーシング先　 ■ 自律的ｻｰﾋﾞｽの提供主体　 □ 国制度や枠組みでの事業実施　 □ 他団体主導

0 OK

0

0 OK

OK

OK

2,694,131

2,191

正味財産合計（注）
 [純資産(負の場合、債務超過)]

正味財産-基本財産等（注）
[利益剰余金又は累積損失]

R6年度（千円,％）

253,464

9,710

243,754

経常収益 393,695

経常費用 392,667財
務
状
況

資産合計

負債合計

2,732,762

事業の意義
の検証（注２）

（注） 県が損失補償等をしている又は債務の元利償還金への県の関与が大きい（10%以上）場合、経営健全性や財政リスクについて、注意が必要。

3 0 3

総収入に占める
県財政支援等の割合 64.4%

HPアドレス

所在地理事長　若松正俊 山形市緑町1-2-36

基本財産（資本金）

0 0

組織体制（人）

（R7年7月現在）

38,631

うち借入金 0

債務の元利償還金に対する
県（補助金・貸付金）依存率（注）

0.0% OK

項目 R6年度（千円,％） チェック

損失補償・債務保証残高（注）

        2.事業の意義の検証は、各視点（①～③）に基づき、事業の意義の有無について、該当するものいずれかを■とすること。

（注） 1.主な事業内容・実績は、主要事業とその実績を箇条書き等で簡潔に記載すること。

OK

当期経常外増減額
[経常外損益] 0

（注） 1.当該事業を公社等が行うことが最も効率的で効果的であるかどうか、また、費用対効果の観点から、費用（県による出資、補助金、その他の財政支出）に見合う効果が出ているかなど
　　　　 について、事業の意義の検証及び経営健全性等の検証結果も踏まえながら、所管課による検証結果を記入すること。
　　　 2.費用対効果が乏しいと認められる公社等は、公社等のあり方について抜本的改革を含めた見直しを行う必要がある。
　　　 3.費用対効果の検証のうち、特に、地方創生に資する内容がある場合、「地方創生に資する公社等の有効活用」の観点を含め記入すること。

県の関与の必要性の検証
　本県の重要施策である生涯学習・文化活動の推進、男女共同参画社会の形成促進に係る各種事業について、
県及び当財団がお互いに費用を分担するなど密接な協力の下で実施しているところであり、効果的な施策展開を
図るため、引き続き県の関与が必要である。

うち県退職者常勤役員 うち県職員 うち県退職者 正職員 うち県職員

当財団は、県民の生涯にわたる学習活動、本県文化力の向上を目指した文化事業の支援、男女共同参画社会づくりに資することを目的として
いるが、当該事業は、営利事業とはなり難く、民間参入が困難であるため、県が大部分を出捐し設立したものである。
　財団の特定資産を取崩した自主事業の割合が多いが、時に長期間を要する出演者との出演交渉や、年度当初から通年に渡り期間的にバラン
スの取れた事業実施など、民間の機動力の高さを生かした柔軟な事業展開等により、県民に良質な公演、催事を提供することができている。公
務部門では議会や予算の関係から一定の制約があり、また、人事異動等で継続した事業実施がかなわない。これに対し、専門的な知識を有し、
継続した事業展開が可能となる民間の事業実施手法を用いながら、過度の営利性を求めない公益財団法人の良い点が発揮されており、また、
財政基盤が比較的確保されている当財団では事業の継続性も確保されており、最も適当な事業推進体制となっている。

1

様式１（総括表）



（公財）山形県生涯学習文化財団（様式１） 公社等見直し計画
５．見直し工程表

情報公開

その他

県の長期貸付金 －

Ⅴ　その他

-

-

(注) 各項目について、検証結果等を踏まえた今後の見直し内容及びスケジュールを記入すること。

当期純損益赤字２期
以上かつ今後３期以
内に累積損失が生じ
る見込み

－

県の損失補償等 －

元利償還金への
県依存率10%以上

－

中期経営改善計画
等の策定

新中期経営計画（Ｒ6～R8）に基づく各施
策の取組み

Ⅳ　費用対効果 -

財政支援等
－

－

人的支援等 －

　Ⅲ－３　経営健全化・財政リスク

債務超過 －

累積損失 －

Ⅲ　経営健全性

　Ⅲ－１　財務・経営

収入確保

・指定管理事業の継続と効率的な運営
・自主事業における収入の確保（料金設
定、集客）
・資金運用の効率性を図る取組み

支出削減 ・経費節減と事業の効率的執行

その他収支改善 －

　Ⅲ－２　県の関与

項目 見直し内容 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

Ⅱ　事業の意義
生涯学習の振興、文化振興、男女共同
参画社会の形成のため運用資金を勘案
し、事業を継続していく。

様式１（総括表）



Ⅱ　事業の意義の検証

１．公社等の設立目的・事業内容等　［当初の設立目的、現在の事業内容・事業実績を把握］

２．事業の意義の検証 ［社会経済情勢等の変化等を踏まえた公社等の必要性の有無の検証］

■ 有 □ 無

■ 有 □ 無

■ 有 □ 無

３．公社等の抜本的改革の内容等 ［上記検証の結果、１つでも「無」がある場合は記入］

説明（現状及び今後の見直しを踏まえた検証結果）

本県の重要施策である生涯学習・文化活動の推進、男女共同参画社会の形成促進に係る
事業について、県及び本公益財団法人が密接な協力の下で実施しており、本公益財団法人
の存在は不可欠なものとなっている。

－－終了予定時期

②県の関与の必要性
　 県の出資者としての立場や出
   資の意図が希薄化していない
　 か

本公益財団法人の担う業務について全県を対象として行う民間企業はなく、公益事業として
行っている自主事業の実施は、非営利の事業であり、県民に対し良質で安価な講演・催事を
提供しているが、単年度予算等で事業執行に自ずから制約のある公務部門で担うことは合
理的ではないため、本公益財団法人が引き続き行うことが最も適当である。

－

（注） 各視点（①～③）に基づき、必要性の有無のいずれかを■とすること。「説明」欄には、現状及び今後の見通しを踏まえた所管課による検証結果を記入すること。

事業内容
・事業実績

（注３）

（注） 1.類型は、公社等の事業内容や出資状況等を踏まえ、該当するものいずれかを■とすること。

(注) 事業の意義が無い場合、公社等の民営化・廃止等を含む抜本的改革が必要となることから、その内容と今後の方向性を記入すること。
　　  また、終了予定時期と終了時期設定の考え方を記入すること。

：県のアウトソーシング先として設立（県の業務の受け皿）；「公の施設」の管理や県の業務の委託先　など

：自律的サービスの提供主体として設立（サービスの主体）；財産（基金）を活用した公益サービス提供、公共的事業を行う株式会社　など

：国の制度や枠組みに基づき全国的に設立（政策の担い手）；法令等に基づき政策の担い手として位置づけられている団体　など

：他団体主導（運営）；県が主導的に運営していない公社等【他団体主導】

【県のアウトソーシング先】

【自律的ｻｰﾋﾞｽの提供主体】

【国制度や枠組みでの事業実施】

県の財政事情が厳しいなか、県と本公益財団法人とが連携した文化団体等の支援を行うな
ど、県の施策にあわせた事業展開を行っており、県の関与の必要性は非常に高い。

③代替可能性
　 県が直接実施する場合や民営
　 化、他公社等との統合と比較し
　 引き続き公社として行うことが
   最も適当か

終了時期設定の考え方

公社等見直し計画

         3.事業実績は、活動指標（各公社等の目的の達成度や事業成果を定量的に評価できる項目）を設定のうえ、その評価、今後の見込み、見直し内容を含めて記入すること。

①公社等の必要性
　  設立目的を達成済又は設立
　　目的が社会経済情勢の変化
　　により希薄化していないか

（様式２） （公財）山形県生涯学習文化財団

設立時期・沿革 H2.2.21財団法人山形県生涯学習人財育成機構、H12.4.1財団法人山形県生涯学習文化財団、H24.4.1公益財団法人

        2.類型の考え方

設立目的
[定款記載内容等]

県民の自発的な生涯学習及び文化活動並びに男女共同参画社会の形成促進を総合的に支援し、これらの活動を基盤とし
た生涯設計、社会生活の創造、地域文化の振興を図るとともに、地域社会の活性化を担う人材の育成に資する。

事業の意義（注）

（公社等の必要性）

出資団体
［名称、金額、割合］

【基本財産】０千円
【特定資産】合計2,752,324千円
県2,701,406千円（98.15%）、旧山形県生涯学習教育推進基金25,046千円（0.91%）、旧山形県長寿社会推進機構25,872千円
（0.94%)

視点

類型（注１,２） □ 県のアウトソーシング先　 ■自律的ｻｰﾋﾞｽの提供主体　 □ 国制度や枠組みでの事業実施　 □ 他団体主導

目標値 実績値 目標値
410,000 423,712 430,000

90.0 91.7 90.0
90.0 90.0 90.0

ホール 50.0 48.0 ホール 52.0
研修室 54.0 62.8 研修室 58.0
洗心庵
ホール

90.0 95.9
洗心庵
ホール

95.0

170,000 177,542 170,000
ギャラリー 50.0 75.6 ギャラリー 50.0
議場
ホール

60.0 50.8
議場
ホール

60.0

85.0 81.0 85.0

230,000 200,000 230,000

500,000 609,850 500,000

610 524 610

235 220 235

鑑賞満足度
文化団体等連携支援事業の対象施設の入
場者・鑑賞者数（人）
グッズ年間販売額(円）
令和7年度までのチェリア塾の
修了生総数(人）
令和７年度までのチャレンジ
応援サイトへの掲載事例件数(件）

総ページビュー件数(件）
「山形学」参加者満足度
学習活動支援者養成事業参加者

施設利用率の向上（％）

年間入場者数(人）

施設利用率の向上（％）

グッズ年間販売額(円）

男女共同
参画部

令和7年度までのチェリア塾の
修了生総数(人）
令和７年度までのチャレンジ
応援サイトへの掲載事例件数(件）

文化振興

年間入場者数(人）

施設利用率の向上（％）

鑑賞満足度
文化団体等連携支援事業の対象施設の
入場者・鑑賞者数（人）

生涯学習・
管理

総ページビュー件数(件）
「山形学」参加者満足度
学習活動支援者養成事業参加者

施設利用率の向上（％）

予算作成時に目標指標を設定し、役員会の了解を得ている。成果については、決算報告において、達成状況を報告し、事業の推進に
反映させる。目標は１１項目で設定。

部門
令和６年度

項目
令和７年度

項目

様式２（事業の意義）



Ⅲ　経営健全性等の検証

Ⅲ－１．財務・経営状況 (注)  (1)（２）は公益法人の会計基準を前提とした構成であるため、株式会社等については、適宜項目を修正すること。

（１）財務状況　［貸借対照表により財務体質を把握］ （単位：千円,％）

現金預金の減

未払金の減

未払金の減

受取利息の増

（２）経営状況　［正味財産増減計算書（損益計算書）により経営状況を把握］ （単位：千円,％）

高利回りの債権の減少

（３）財務・経営状況の検証及び見直し内容　[財務・経営状況について検証し、収支改善や経営の効率化のための取組内容を把握]

収入確保
（利用者負担の見直し、

債権回収等）

支出削減
（給与の見直し、組織
機構のスリム化等）

その他収支改善や
経営効率化の取組

これまでの実績

　財団の特定資産である生涯学習文化事業資産については毎年取崩して事業費に充当しており、令和６年度の取崩
額は86,962千円であった。高利回りの債権が満期を迎え、運用益が減少しているなか、「特定資産の取崩額は前年度
取崩額を下回ること」の中期経営計画の目標は僅かに未達の状況ではあったものの、増額の抑制が図られてきてい
る。

-

・令和5年7月に就任した理事長のもと、経営健全化検討会議を立ち上げ、自主事業の再構築や関係機関との役割分
担の見直しを進め、事業費の縮減を図っているほか、主催事業における寄附金・協賛金の募集や収益の増加に向け
た取組みなどを進めている。

(注) 「財務・経営状況の検証」のうち、長期借入金については、「償還完了（見込み）時期」「償還財源」を明らかにしたうえで、問題が無いか検証した結果を記入すること。

長期借入金
（注）

-

見
直
し
内
容

項目 検証結果・見直し内容（具体的に記載すること）

・効率的な資金運用による収入確保を図るため、適切なリスク管理の下に長期の国債や社債による運用を継続してい
る。

・経費の削減と事業の効率的な執行を図る。

（様式３－１）

備考（増減割合が10％以上の場合その理由等）

うち借入金 0

流動負債 31,242

固定資産 2,864,145 2,778,650

流動資産 39,000 45,315 40,800 △4,515 90.0

貸
借
対
照
表

項目 R4年度 R5年度

財務・経営状況の検証

R6年度 対前年度増減額 対前年比

うち特定資産 2,864,145 2,778,491 2,691,940 △86,551 96.9

2,691,962 △86,688 96.9

うち基本財産 0 0 0 0

96.8

固定負債 6,802 7,193 7,603 410 105.7

36,706 31,028 △5,678 84.5

うち借入金 0 0 0 0

資産合計 2,903,505 2,823,965 2,732,762 △91,203

0 0

負債合計 38,044 43,899 38,631 △5,268 88.0

0

指定正味財産 2,857,343 2,771,299 2,684,337 △86,962 96.9

うち基本財産充当額 0 0 0 0

2,684,337 △86,962

うち基本財産充当額 0 0 0 0
うち特定資産充当額 2,857,343 2,771,299 96.9

一般正味財産 8,118 8,767 9,794 1,027 111.7

正味財産合計
[純資産(負の場合、債務超過)]（注1）

2,865,461 2,780,066 2,694,131 △85,935 96.9

うち特定資産充当額 1 0 0 0

正味財産－基本財産等
[剰余金又は累積損失]（注1,2）

1,316 1,575 2,191 616 139.1 投資有価証券の減

負債・正味財産合計 2,903,505 2,823,965 2,732,762 △91,203 96.8

正
味
財
産
増
減
計
算
書

(

損
益
計
算
書

)

項目 R4年度 R5年度 R6年度 対前年度増減額

33,478 28,466 24,189 △4,277

3,053 4,168 3,804 △364

経常費用のうち減価償却費（再掲） 105 105

経常費用 389,682 390,043 392,667 2,624

当期正味財産増減額

884

受取会費 0 0 0 0

対前年比 備考（増減割合が10％以上の場合その理由等）

経常収益 389,725 390,692 393,695 3,003 100.8

基本財産等運用益

△74,935 △85,395 △85,935 △540 100.6

当期指定正味財産増減額 △74,978 △86,043 △86,962 △919 101.1

当期一般正味財産増減額
 [当期純損益]（注）

43 649 1,028 379 158.4

（公財）山形県生涯学習文化財団

100.2

        2.「基本財産等」は、当該公社等の財産的基礎をなすものとして、資本金、基本財産、特定資産など公社等ごとに個別に判断して算出する必要があることに注意。
           従って、「正味財産－基本財産等」は、公社等の活動により生じた正味財産（純資産）の増加（減少）部分に相当するものとして、剰余金又は累積損失を表すものであること。

43 649 1,028 379 158.4

事業費 370,693 370,880 371,764

経常費用のうち人件費（再掲） 150,915 153,110

公社等見直し計画

2,195 101.5

100.2

91.3

その他経常収益 100,320 105,619

100.5

0

経常外収益 0 0 0 0

149,730

管理費 18,989 19,163 20,904 1,741 109.1

（注） 1.「債務超過」「累積損失あり」の場合、様式３－３「経営健全性・財政リスクの検証」を記入すること。

111,841 6,222 105.9

受取補助金等 9,567 9,703 9,910 207 102.1

受託収益 243,307 242,736 243,951 1,215

事業収益

100.7

85.0

(注) 当期純損失が２期以上継続かつ今後３期以内に累積損失が生じるおそれがある場合、様式３－３「財政的ﾘｽｸ・費用対効果の検証」を記入すること。

105 0 100.0

当期経常増減額  [経常損益]

経常費用のうち物件費（再掲） 239,847 239,023 239,452 429

当期経常外増減額 [経常外損益] 0 0 0 0

経常外費用 0 0 0

様式３－１（財務・経営）



Ⅲ－２．県の関与状況等
（１）県の財政的関与状況　［県による公社等への財政支援状況を把握］ （単位：千円,％）

補助金

委託料

その他

(注) 「損失補償等の残高がある」又は「元利償還金に対する県依存率10％以上」の場合は、様式３－３「経営健全性・財政リスクの検証等」を記入すること。

（参考）国・県・市町村その他の財政的関与状況（R6年度決算） （単位：千円,％）

（２）県の財政的関与状況詳細 （単位：千円）

(注) 欄が不足する場合は、適宜欄を挿入して記載すること。委託料は、契約相手方の決定方法及び指定管理者に関する事項も記入すること。

（３）県の人的関与状況　[役職員の状況（注１）等を把握] （単位：人）

（４）役員報酬の状況

名 千円

（５）県の関与の必要性の検証及び見直し内容　［県の財政支援等の必要性の検証、必要に応じ、見直し内容を把握］

(注) 公社等に対する県の財政支援・人的支援の必要性や組織機構のスリム化等について、所管課の検証結果及び見直し内容等を記入すること。

0

(注) 1.役職員の人数は、各年７月１日現在の人数を
         記入すること。

　　  2.非正職員の正職員換算人数は、（非正職員の
         所定の総労働時間数）÷（正職員の所定の労
         働時間数）で算出し、合計を記入すること。

対象役員数 報酬総額（R6年度）

13,4113

（注）1.対象役員数は、役員のうち無報酬のものを除く。
       2.対象役員数が1名の場合、当該個人年収が明らかになるおそれがあることから、報酬金額は掲載しない。

項目

非常勤役員

うち県職員

うち県退職者

非正職員

うち県職員

35
0

10うち県退職者0 0うち県退職者

3 3 0
1 1 0
0 0 0

0

【損失補償・債務保証】 0 0

【短期貸付】 0 0 0

備考（増減理由、新規・継続の別等）

【出資・出えん金】 0 0 0

R7年度

合計

0

9,710

243,754

項目

項目 R5年度 R6年度

委託料 0 0.0% 243,754 100.0%

長期借入金残高 0

合計額 252,264 253,464 262,468

2,701,406 2,616,052 △85,354 96.8

0 0 0

0 0

合計0 0 0

　補助金については県の施策に合致するものであること、委託料については当財団の設立目的に照らし、当財団が受託することが適当と考えら
れることから、今後とも県と緊密かつ円滑に連携して事業を実施していく必要がある。

R6年度 R7年度 増減 R6年度 R7年度 増減

0 0 0
3 3 0 7 7 0

1

項目

常勤役員

うち県職員

うち県退職者

正職員

うち県職員

【長期貸付】 0 0 0

【補助金】 9,421 9,710 10,086

山形県明るい長寿社会づくり推進事業費補助金 9,421 9,710 10,086

（様式３－２） （公財）山形県生涯学習文化財団

高齢者生きがいづくり・生活支援活動人材育成事業業務委託料 5,057 6,627 5,829

【委託料】 242,843 243,754 252,382

指定管理料（山形県生涯学習センター分館含む） 99,689 100,109 102,912

【負担金、会費等】 0 0 0

指定管理料（山形県郷土館及び県政史緑地管理）

0

項目

出資（出えん）金
損失補償（債務保証）残高(注）

短期貸付残高

長期貸付残高

元利償還金に対
する県依存率（注）

R4年度
2,785,858

0

0

0

0.0%

性の多様性に関する相談事業 1,257

100,753 99,893 99,893

補助金

対前年比対前年度増減額

割合 「その他」の名称

0 0 0

100.51,200253,464252,264

64.4% △0.2P64.6%

0

0 0.0% 9,710 100.0%

R5年度R4年度

252,036

64.7%

R5年度 R6年度 対前年度増減額 対前年比

国 割合 県 割合

0

242,843

0.0% 0.0% 0.0P

公社等見直し計画

割合

0.0%

0.0%

その他

0

0

0

市町村

0

項目

0

242,880

0

事業類型：

9,4219,156

総収入に占める県の
財政支援等の割合

0

0.0%

0.0%

自律的サービス

35 36 1
非正職員の正職員

換算人数（注２）

36 1
0 0

11 1

0 0 0
1

103.12899,710

243,754 911 100.4

R6年度

指定管理料（山形県男女共同参画センター） 29,800 29,799 35,771

指定管理料（山形県総合文化芸術館） 5,550 5,550 5,550

やまがた女性のつながり緊急サポート事業委託料 612 612

ふるさと塾アーカイブス運営管理等業務委託料 1,382 1,164 1,170

様式３－２（県の関与等）



Ⅲ－３．経営健全性・財政的リスクの検証等

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

□ 有 ■ 無

（２）中期経営改善計画等の策定状況　［経営健全化に向けた見直しを含む中期的な計画の策定状況を確認］

■ 有 □ 無

（注） 上記計画を策定している場合は、その写しを添付すること。

６～８

計画期間 主な取組内容

左記いずれかに該当有の場合その理由

－

－

－

－

〇　指定管理事業の継続
〇　自主事業の再構築
〇　組織力の強化
〇　経営収支の改善

(注) 各項目について該当の有無のいずれかを■とすること。いずれかの項目で「有」に該当がある場合、指導指針第５（３）により経営健全性が無い又は県にとって財政的リスクがあるものと
　　  判断することとなるため、上記項目に該当することとなった理由、解消時期等の明示を求めたうえで、必要に応じて中期経営改善計画の策定を求めるなど、経営健全化に向けた見直しを
       行うこと。

項目

①債務超過（正味財産合計が

　　ﾏｲﾅｽ）に陥っていないか

②累積損失（正味財産－基本

    財産等がﾏｲﾅｽ）が生じてい
　 ないか

－

－

－

公社等見直し計画

（１）経営健全性・財政的リスクの検証　［経営健全化等の努力が必要又は県にとって財政的リスクがある公社等について、今後の対応方針を確認］

－

今後の対応方針

策定の有無

（様式３－３） （公財）山形県生涯学習文化財団

－

－

③当期純損益赤字が２期
   以上継続し、かつ今後
   ３期以内に累積損失が
   生じるおそれが無いか

④県の損失補償、債務保
　 証を受けていないか

⑥債務の元利償還金の財
　 源の10%以上を県補助
   金・貸付金等に依存し
   ていないか

該当の有無（注）

⑤県から長期貸付金を受
　 けていないか

－ －

様式３－３（経営健全性、財政的リスク）



Ⅳ　費用対効果の検証（地方創生に資する公社等の有効活用を含む）

１．費用対効果の検証

１－２．地方創生に資する公社等の有効活用　［健全な経営を前提とした公社等の有効活用方法を検討］

２．費用対効果に係る見直し内容

(注) 検証の結果、「費用対効果が乏しい」と認められる公社等は、公社等のあり方について抜本的改革を含めた見直し内容（又は今後の方針）を記入すること。
　　  その他の公社等にあっては、当該公社等の運営をより効率的かつ効果的に実施するための見直し内容（又は今後の方針）を記入すること。

－

（様式４） （公財）山形県生涯学習文化財団

　当財団は、県民の生涯にわたる学習活動、本県文化力の向上を目指した文化事業の支援、男女共同参画社会づくりに資することを目的として
いるが、当該事業は、営利事業とはなり難く、民間参入が困難であるため、県が大部分を出捐し設立したものである。
　財団の特定資産を取崩した自主事業の割合が多いが、時に長期間を要する出演者との出演交渉や、年度当初から通年に渡り期間的にバラ
ンスの取れた事業実施など、民間の機動力の高さを生かした柔軟な事業展開等により、県民に良質な公演、催事を提供することができている。
公務部門では議会や予算の関係から一定の制約があり、また、人事異動等で継続した事業実施がかなわない。これに対し、専門的な知識を有
し、継続した事業展開が可能となる民間の事業実施手法を用いながら、過度の営利性を求めない公益財団法人の良い点が発揮されており、ま
た、財政基盤が比較的確保されている当財団では事業の継続性も確保されており、最も適当な事業推進体制となっている。

有効活用の視点 内容

①地方公共団体の区域を超えた活動
　複数の地方公共団体がそれぞれの区域を超えて共同で事業を実施するための
簡便で有効な手法の一つとして、機動的、弾力的な事業実施が可能。

②民間企業の立地が期待できない地域における事業
実施
　民間企業の立地が期待できない中山間地域や離島などの地域において、産業
振興、地域活性化等に取組むための有効な手法となる場合があり、民間の資金
やノウハウの適切な活用による地域活性化等に取組むことが可能。

③公共性、公益性が高い事業の効率的な実施
　公社等が民間企業と同様の機動的、効率的な経営手法で行政の補完・代行機
能を果たすことにより、地方公共団体が直接実施するよりも効率的又は効果的に
行うことが可能。特に、民間企業では公共性、公益性が担保できない事業におけ
る確実かつ円滑な進捗が可能。

－

(注) 1.第４（事業の意義の検証）、第５（経営健全性等の検証）を踏まえ、当該事業を公社等が行うことが最終的に最も効率的で効果的であるかどうか、費用対効果の観点から、費用（県による
　　    出資、補助金その他の支援）に見合う効果（県民サービスや県民福祉の向上につながる成果）が出ているかなどについて、以下の点を参考に総合的に検証し、記入すること。
　　　  ・ 事業実績が県の出資目的に照らし期待される効果を上げているか。
　　　  ・ 事業成果が費用（県による出資、補助金、その他の財政支出）に見合っているか。
　　　  ・ 公社等の運営（事業手法やサービス提供方法）が効率性等に十分配慮したものか。
　　　  ・ 現行の手法について、採算性や持続可能性の点で問題はないか。
      2.上記、費用対効果の検証のうち、特に、地方創生に資する内容がある場合には、以下別枠（１－２．地方創生に資する公社等の有効活用）に記入すること。
      3.費用対効果が乏しいと認められる公社等は、公社等のあり方について抜本的改革を含む見直しを行う必要があるため、以下（２．費用対効果に係る見直し内容）を記入すること。

公社等見直し計画

様式４（費用対効果、地方創生）



Ⅴ　その他取組状況

１．情報公開の取組状況　［県民に対する情報公開が積極的に行われているか確認］

■ 有 □ 無

■ 有 □ 無

■ 有
□
□

２．監査の結果等　[県や各指導監督機関による監査等の結果とその対応が適切になされているか確認]

３．その他取組状況・特記事項

(注) 本計画に記載していない公社等見直しに係るその他の取組や、特に記載を要する事項があれば、記入すること。

(注) 各項目について公表の有無のいずれかを■とすること。公表していない場合、その理由を明らかにし、公社等に対しインターネット等の活用による公表を含め、情報公開を積極的に行う
      よう助言・指導すること。また、公表資料について、添付すること。

項目 実施年月 実施機関等 左記に対する対応状況監査等の結果（指摘事項等）

外部監査 H28.3
山形県包括
外部監査人

①職員に対し施行年月日の記載
の徹底について文書で周知を図っ
た。
②文書管理規程第3条に規定する
起案用紙を定め、施行年月日の記
載欄を明示するとともに、職員に対
し取扱いの徹底を図った。
③除却処理を行い、固定資産台帳
を修正した。
④平成28年11月22日開催の平成
28年度第3回理事会において情報
セキュリティ管理規程を採択
⑤上記④を受けた情報セキュリティ
管理基準を平成29年２月23日に制
定した。

第三者評価 H29.12

山形県行政
支出点検・
行政改革推
進委員会

中期経営計画（Ｈ29～Ｒ２）を策定
し、効率的な事業実施に取り組ん
でいる。

①「事務又は事業実施伺」の記載不備
②「文書管理規程」の見直し
③使用不可の固定資産
④情報セキュリティ規程の整備、ID・パスワードの管理、
記録媒体の管理

期中期経営計画（Ｈ29～Ｒ2）を策定し、効率的な事業実
施に努め、継続

（様式５） （公財）山形県生涯学習文化財団

　　ホームページアドレス： https://www.gakushubunka.jp

公社等見直し計画

中期経営改善計画等
無
策定無

項目

定款（公社等の設立目的）、事業内容

事業報告書、貸借対照表、正味財産増減計算書（損
益計算書）、事業計画書、その他財務諸表

公表の有無（注）

－

(注) 各監査結果について、是正を要する指摘等を受けた場合はその内容と、それに対する対応状況について記入すること。

公表の手段（公表していない場合はその理由、公表予定時期等）

ホームページで公表

ホームページで公表

ホームページで公表

法令等による
指導監査

Ｒ4.11.14
県文化ス

ポーツ振興
課

－

県監査委員監査 R元.10.2
山形県監査

委員
－

特段の問題は認められない。

総体として適正に処理されていると認められた。

様式５（その他）


